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 参議院選挙後に開かる予定の臨時国会で不登校の小学生・中学生を対象とした「義務教育

の段階における普通教育に相当する教育の機会の確保等に関する法律案（通称 不登校対策

法案）」がつくられようとしています。50 年に及ぶ登校拒否・不登校の歴史の中で最大の

危機です。 
 本法案は、第 190 回国会（2016 年 1 月 4 日～6 月 1 日）で賛成会派（自民、民進、公明、

おおさか維新）により国会に提出されましたが衆議院文部科学委員会での審議が行われな

いまま、次の国会での継続審議になりました。 
 この法案は、2015 年 9 月 15 日の「義務教育の段階に相当する普通教育の多様な機会の確

保に関する法律案（通称 フリースクール法案）」として登場しました。しかし相当の期間、

不登校をした子どもの学籍をぬき、保護者が「個別学習計画」を作成して教育委員会に届

け出て家庭学習をさせるという内容に各方面からの反対の声があがりました。このため法

案から「多様な」という言葉とともにフリースクールに財政支援するために法的な手続き

として必要だった「第四章 個別学習計画」が全て削除され、不登校対策法案に書き換えら

れました。書き換えられた法案では「第三章 不登校児童生徒に対する教育機会の確保等」

というすべての子どもに深刻な影響をもたらす「不登校対策」そのものが姿を現しました。 
立法趣旨が「フリースクール法案」から「不登校対策法案」へ大幅に転換をしました。 
 この法律ができたら追いつめられて命を断つ子どもがもっと増えるだろうと危機感をもつ

不登校経験者や保護者たちが多くいます。教職員や学識経験者など各方面からも反対や疑

問の声が上がっています。 
子どもたちがなぜ不登校をするのか、その原因や学校教育環境の改善ができていない現状

で、いじめや体罰、懲罰的指導などの被害者である不登校の子どもに「不登校支援学校」

など学校復帰対策を講じるのはあまりにも酷です。 
 まず優先すべきは被害者の救済です。人間関係と集団の圧力、先生の指導に深い傷を負っ

た子どもたちはとにかく「そっとしておいてほしい」と望んでいます。心身の回復には年

単位、数年以上かかる子どももいます。 
 多くの子どもたちは、いじめや懲罰的指導、体罰などの被害を受けていても学校を休むこ

とができません。休まず我慢を重ねて学校に通い続け、心身の限界にきたところで命を断

っていくのです。この法律をつくっても、学校を休まず命を断っていく子どもたちを救済

することはできません。 



 
 

 
 
文部省及び文部科学省の不登校対策が 50 年に及んだ結果、「義務教育の間は学校を休んで

はいけない」と子どもも保護者も思いこまされています。評価、競争、管理のある学校で

はどの子どももいじめる立場・いじめられる立場の両方を経験する可能性があります。 
 いじめを受けて深く傷ついている子どもが護身用にナイフやカッターを身につけて登校を

続けている現実があります。不登校をすることができずに、いじめられる辛さを回避する

ためにいじめる側にまわったり、非行へ向かう子どもがいます。 
いじめられても我慢して学校通い続け、心身ともに限界にきた子どもが命を断つことが続

いています。 
不登校は「命の非常口」です。不登校対策を法律化することで非常口をふさぐことはしな

いでください。 
いま必要なのは、全ての子どもたちに「学校を休む権利」があることを明らかにし、その

ことによっていかなる不利益を受けないことをきちんと保障することです。 
 法案を白紙に戻し、国連「児童の権利条約」で保障されている権利の内容を子どもの学校

生活で具体的に保障する学校教育環境をつくる必要があります。 
学校は社会の縮図であり子どもにとって生活の場です。全ての子どもにとって安心した居

場所になるインクルーシブな学校が求められます。障害のある子どももない子どもも、学

校へ行くのが苦しい子や辛い子にとっても安心して休むことができる学校にしていくなど、

子どもの最善の利益が保障される居場所にして下さい。 
 子どもに関する法律は本来、生きる希望と将来への夢がもてる社会を保障するためにつく

られるものだと思います。今回の法案もそのために立法に着手したと聞いています。 
立法チームは全国で約 4200 人といわれるフリースクールへ通う子どもたちのためにヒア

リング調査を重ね、時間をかけて法案をつくってきたと聞いています。しかし、法案から

フリースクールに対応する部分は削除されました。フリースクールに通っていない全国 12
万人余の不登校の子どもたちとその保護者、更には不登校することができず登校しぶりを

重ね、保健室登校や教室外の各種の教室などに通う 50 万人余りと推測される子どもたちと

その保護者は、このような「不登校対策法」を望んでいるわけではありません。 
 成立が急がれている夜間中学の支援についての法案を先に通し、性格の異なる不登校対策

法案とは分けてください。その上で子どもと家庭を今以上に追い込む不登校対策の法案は

白紙に戻してください。これ以上不登校対策法で不登校の子どもを差別しないでください。 
時間を充分にかけ、不登校の子どもとその保護者、不登校を経験した当事者、学校現場の

先生や養護教員など、全国各地の不登校の現場にいる多くの市民に経験や意見、懸念など

を聞いて下さい。 
国連「児童の権利条約」を骨格にした、全ての子どもたちが生きる希望と将来への夢が持

てるような学校教育環境をつくって下さい。 
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「（多様な）教育機会確保法案」と「不登校」をめぐる動向 
● 法案は、当初検討されていたようなフリースクールを公的に位置づける法案ではなく、不登校対

策法案に変質しています。 
● 特に２０１６年以降、議員立法の条文案と文部科学省の方針が重複するようになり、従来の不登

校対策の反省もないまま、むしろ法制度化によって強化・固定化されようとしています。 
● 法案には、市民の願いの本質部分や対案は、反映されていません。 

２０１４年                                               

 ４月２４日 夜間中学等義務教育拡充議員連盟 発足 
 ６月 ３日 超党派フリースクール等議員連盟 発足 
 ７月 ３日 教育再生実行会議 第５次提言「今後の学制等の在り方について」において、フリースクールなどの

学校外の教育機会の公的な位置づけを検討することが提言される 
 ９月１０日 安倍首相が「東京シューレ」 訪問 
１０月２７日 下村文部科学大臣（当時）が「フリースペースえん」 視察 
１０月～ 文部科学省「フリースクール等で学ぶ子供への支援・不登校対策」省内検討チームを設置、丹羽秀樹

文部科学副大臣（当時）が主査に就任 

２０１５年                                               

 １月２７日 文部科学省「フリースクール等に関する検討会議」及び「不登校に関する調査研究協力者会議」設置

 ２月１８日 超党派フリースクール等議連 法案作成・立法を宣言 
 ３月 ４日 教育再生実行会議 第６次提言「「学び続ける」社会、全員参加型社会、地方創生を実現する教育の在

り方について」において、「再チャレンジ」支援の総合的な推進のため、フリースクールにおける多

様な学びを含めた抜本的な不登校対策、スクールカウンセラーやスクールソーシャルワーカー、地域

人材の配置充実が提言される 
 ４月１４日 フリースクール等に関する検討会議（第４回）を最後に中断 
 ５月 ７日 教育再生実行会議 第７次提言「これからの時代に求められる資質・能力と、それを培う教育、教師

のあり方について」において、発達障害や不登校の子供に対するフリースクールを含む多様な学びの

機会の支援が提言される 
 ５月２７日 超党派フリースクール等議連・夜間中学等義務教育拡充議連の合同総会にて、「多様な教育機会確保

法（仮称）案」の試案が採択 
→２０１５年度通常国会会期中の成立が目指される 

 ６月～９月 夜中議連との合同立法チームなどで議論が進められる 
 ７月 ８日 教育再生実行会議 第８次提言「教育立国実現のための教育投資・教育財源の在り方について」の参

考資料において「フリースクール等で学ぶ子供への支援・不登校対策」について教育再生実行会議第

５次提言を受け、学校という枠を超えて新たな教育の在り方について本格的に検討 

２０１５年夏頃までに中間まとめ、２０１５年度内に最終まとめが示される 
 ７月３０日 文部科学省「義務教育終了者が中学校夜間学級への再入学を希望した場合の対応に関する考え方につ

いて（通知）」 
→形式卒業者の夜間中学受け入れを認める 

 ８月 ５日 文部科学省「小・中学校に通っていない義務教育段階の子供が通う民間の団体・施設に関する調査」

結果公表 
→フリースクール等に在籍する義務教育段階の子どもは約４２００人 
（不登校児童生徒約１２万人のうち、およそ３.５％） 

 ９月 ２日 合同議連総会にて、「義務教育の段階に相当する普通教育の多様な機会の確保に関する法律案（座長

試案）」通称「フリースクール法案」が提出される 
 ９月 ７日 不登校に関する調査研究協力者会議「不登校児童生徒への支援に関する中間報告〜一人一人の多様な

課題に対応した切れ目のない組織的な支援の推進〜」提出 
→「児童生徒理解・教育支援シート」の提案 

1



 

 ９月１５日 法案、議連や自民党内での合意が取れず、国会上程見送り・継続審議に 
 ９月２４日 アベノミクス新「３本の矢」一億総活躍への挑戦で、安部首相がいじめや発達障害など様々な事情で

不登校となっている子供たちの環境改善とフリースクールの子供たちへの支援、子供たちひとりひと

りの個性を大切にする教育再生を所信表明 
１０月 ７日 立法チーム座長（当時）だった馳浩衆議院議員が文部科学大臣に就任 

→「一億総活躍社会」の実現の一環として、不登校支援を明言 
１１月 一部報道にて「義務教育の段階に相当する普通教育の機会の確保に関する法律案」が自民党内でまと

められ、国会への提出・成立が目指されていることが報じられる（朝日新聞、読売新聞など） 
１１月１９日 フリースクール等に関する検討会議（第５回）が約７ヵ月ぶりに再開 
１２月２１日 中央教育審議会「チームとしての学校の在り方と今後の改善方策について（答申）」 
１２月２２日 合同議連総会にて丹羽秀樹衆議院議員（前文科副大臣）が新座長、下村博文衆議院議員（前文科大臣）

が顧問に就任 
２０１６年                                               

 ２月 ２日 「義務教育の段階における普通教育に相当する教育の機会の確保等に関する法律案（仮称）骨子（座

長試案）」が提出される 
→「フリースクール支援法案」ではなく、学校復帰を前提、適応指導教室・不登校特例校の拡充、学

校外の学習活動の管理強化を図る「不登校対策法案」に 
 ２月１２日 

 ２月１６日 

 ３月 ８日 

立法チーム議員勉強会にて賛成・反対の民間団体や教育委員会など３回のヒアリングが開かれる 
２月１２日 ４団体に各々５分のヒアリング、２月１６日 ４団体に各々５分のヒアリング、３月８日 
５団体に各々１０分のヒアリング 

 ３月１１日 合同議連総会にて「義務教育の段階における普通教育に相当する教育の機会の確保等に関する法律案

（座長案）」逐条文案完成、議連では意見がまとまらず各党持ち帰りに 
  同 日 不登校に関する調査研究協力者会議にて「児童生徒理解・教育支援シート（案）」と「不登校児童生

徒への支援に関する最終報告（案）」が配布される 
「児童生徒理解・教育支援シート」完成→２０１６年度より運用予定 

  同 日 文部科学省「不登校重大事態に係る調査の方針について（通知）」 
→いじめによる「不登校重大事態」を把握する調査の実施 

 ４月 文部科学省「児童生徒の問題行動等生徒指導上の諸問題に関する調査」の２０１５年分より、「不登

校」を従来の「３０日以上の欠席」に加え、「９０日以上の欠席」「出席１０日以下」「出席０日」と

把握を細分化する方針 
 ４月２８日 合同議連総会にて「義務教育の段階における普通教育に相当する教育の機会の確保等に関する法律

案」が自民党、民進党、公明党、おおさか維新の会の了承で連休明けの国会提出が決まる 

社民党と共産党は夜間中学支援を先に法案化し不登校部分の継続審議を主張 

 ５月１０日 「義務教育の段階における普通教育に相当する教育の機会の確保等に関する法律案」が自民・民進・

公明・おおさか維新の４党が共同で衆議院に提出される 
 ５月２０日 教育再生実行会議 第９次提言「全ての子供たちの能力を伸ばし可能性を開花させる教育へ」のなか

で、「不登校の子供たちへの教育」では「不登校の生徒についての情報の適切な引継ぎ（「児童生徒理

解・教育支援シート」の活用）」不登校の子供を対象とする「不登校特例校」の設置、教育委員会・

学校とフリースクールの連携とフリースクールで学ぶ子供たちへの学習面・経済面の支援などが提言

される 
 ６月 １日 「義務教育の段階における普通教育に相当する教育の機会の確保等に関する法律案」は、衆議院文部

科学委員会で審議されることなく、次の国会での継続審議となる 
 ７月２９日 不登校に関する調査研究協力者会議「不登校児童生徒への支援に関する最終報告」、「児童生徒理解・

教育支援シート（試案）」、「不登校児童生徒への支援に関する最終報告 添付資料」提出 

 ８月 ３日 内閣改造が行われ、馳浩文部科学大臣の後任として、新たに松野博一大臣が就任 
 ８月 ４日 本年度より文部科学省の「学校基本調査速報」から、不登校の項目（長期欠席者数の状況）が除外、

秋以降に「児童生徒の問題行動等生徒指導上の諸問題に関する調査」で発表 
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       「不登校対策法案」への反対声明 
 

不登校・ひきこもりを考える当事者と親の会ネットワーク 
不登校を経験した当事者 

 
私は現在３０歳で、小学校でいじめにあい、中学２年でエネルギーが切れ

るように学校に行かなくなった、不登校経験者です。 

今回の「不登校対策法案」に反対してきた当事者のひとりとして、今の気

持ちを言わせていただきます。 

この法律案には、学校で、いじめ・体罰・性被害などの被害をうけた「犯

罪被害者の保護・ケア」という観点が、まったくありません。 

法律案の第三章は「不登校児童生徒等に対する教育機会の確保等」となっ

ています。この題名も含めて第三章まで読んでいくと、「教育機会の確保」

という言葉が１９回も出てきていました。 

何故こうなるのか？心が悲しく、やるせない思いでいっぱいです。 

わたしがエネルギーが切れるように学校に行かなくなったとき。言ってほ

しかった言葉は、ひとつだけでした。 

「あなたが生きていてくれるだけで、私は嬉しいよ」 

これだけで、十分だったんです。 

なぜ被害をうけた上に、「教育機会の余地がある」という目で見られなけ

ればならないのでしょう？ 

『人間』にむけたまなざしではない。 

『人材』を選ぶ選別です。 

私はひとりの人間として、この「義務教育の段階における普通教育に相当

する教育の機会の確保等に関する法律案」の中の「不登校対策法案」に、

強く反対します。 
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STOP「不登校対策法案」子どもの現実から出発した取り組みを 
 
 

2016 年 4 月 15 日 

不登校とひきこもりを考える当事者と親の会ネットワーク 代表 

登校拒否を考える会佐倉・千葉休もう会 世話人 

下村小夜子 

 

１．この法案は「不登校対策法」という新たな法案です。夜間中学の法案と分け白紙

に戻し、充分に時間をかけて慎重に検討してください。 

 3 月 4 日に公開された「義務教育における普通教育に相当する教育の機会の確保に関する法律

案」（座長試案）は、法案名が同じですが「通称フリースクール法案」から「不登校対策法案」へ

と立法趣旨が転換し、内容が大きく変わりました。これは新たな法案です。 

 多くの国民は不登校対策法が国会に上程されようとしていることをまだ十分に知りません。学

齢期の子どもを持つ保護者は、わが子が不登校になることを大変恐れています。わが子の将来を

左右する「不登校対策法」はつくってほしくないと願っています。 

 「不登校はどの子どもにも起こりうる」と文科省は行っています。従ってこの法律は全ての子

どもにかかわります。そのためには趣旨が変わって木に竹をつぐようになってしまった「フリー

スクール法案」を夜間中学の法案と分け、一度白紙に戻し充分に時間をかけて慎重に審議して下

さい。 

 

2．文部科学省は１９９０年代以降、不登校対策を次々に打ち出してきました。 

 生徒総数が減り続けるなかで、不登校の子どもは増え続け、2000 年代に入って高止まりにな

っています。不登校対策をしてもなぜ不登校の子どもは増え続けるのか、まず不登校対策が適切

であったか検証することが問われます。 

 今回の「第三章 不登校児童生徒に対する教育機会確保等」（学校における取組みへの支援）は

文科省の「不登校に関する調査研究協力会儀」の「不登校児童生徒への支援に関する中間報告」

と内容をほぼ同じにしています。文部科学省の施策を更に法律として二重構造にする意図が納得

できません。子どもたちがなぜ不登校になるのか、原因や学校教育環境をそのまま置き去りにし

てきた結果、毎年新たに不登校の子どもが生まれ、状況を固定化し再生産しているのです。 

現状の改善をせず、不登校の子どもと家庭を今まで以上に追い込む新たな法律には反対します。 

 文科省がいままで実施してきた不登校の子どもの実態把握・ICT を使っての学習保証・教育支

援センター・適応指導教室・特例校・「学校が居場所になる様」という施策がもり込まれています。

今まで不登校対策をやってきても不登校は増え続け、いじめや自殺は続いています。不登校対策

を施策の有効性や費用対効果の見直しを検証することなく法で固定化しようとしています。そこ

を原点にかえって真剣に議論すべきです。 
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3．日本は 1998 年国連子どもの権利委員会から勧告を受けました。 

「高度に競争的な学習環境が就学年齢の子どものいじめ・精神障害・不登校・中退及び自殺を

助長している可能性があることを懸念する」 

「学校制度及び大学教育制度を再検討するよう勧告する」との勧告を受けました。 

国連子どもの権利委員会の勧告を真摯に受けとめ「児童の権利条約」の内容を中心軸にすえた学

校制度づくりを再検討して下さい。 

 

4．必要なのは全ての子どもが「学校を休む権利」を持っていると明確に伝えるメッ

セージです。 

「休養の必要性」（8 条・13 条）を読んでも、学校へ行っている全ての子どもに休む権利が保障

されていると受け取れません。 

 不登校をする子どもを「ズル休み」と受け止める大多数の子どもたちの側に、学校を休めない

ことに対する不平等感と不公平感が根強くあります。 

 「学校」や「勉強」という言葉を口にするだけで顔色が変わり、部屋に閉じこもってしまう時

期の不登校の子が求めているのは、まず「そっとしておいてほしい」ことです。 

 

5．私たち親も同じようにわが子を追い詰めてきました。 

でも私たち親たちはソフトな登校圧力に耐えられなくなった子どもから「学校があるから死に

たい」「自分ではこわくて死ねないから眠っている間に殺してくれ」「生まれてこなければよかっ

た」と泣きながら訴えられて我に返りました。自らの価値観・学校信仰を問い直し、家を居場所

にして、子どもの生きる居場所を保証してきました。 

親は変わることができますが、法は変えられません。 

 そもそも全ての子どもに学校を「休む権利」があるのだから学校を休む子が出るのは人間とし

て当たり前の権利です。法律以前の話です。それをわざわざ法律に書かなければならないこと自

体、おかしいのではないでしょうか。 

 それ位、休めない状況があるということです。不登校が問題視され、子どもの人権が尊重され

ていないということです。特に中学では、内申書などで出席日数が問題とされ成績以外でもしば

られています。 

 その状況が生み出されている元を検証する方が先決で、やることの順番が逆です。 

 

6．今、この法案が出たことは、社会的背景として教育とは何か？ 学校とは何か？ 根

本が問われていることに他になりません。 

 法案の作成過程に不登校当事者である子どもや保護者がほとんど参加できていません。 

ごく一部の関係者（フリースクール関係者や教育委員会など）が発言と陪席を許されてきまし

た。法案に懸念を持つ多くの不登校の子どもや当事者、親や保護者、居場所主宰者、小中学校の

教職員などは、意見表明をする機会がほとんどありませんでした。 

 今国会で足元から急に鳥が飛び立つように性急に、不登校対策法案をつくってほしいと求める

子どもや保護者はいないと思います。 
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多くの子どもや親が、本当に安心し納得できるもの、又はその方向を目指すものであるべきです。

法案を通すことを自己目的化するのは社会的弱者である子どもの命を危うくするものです。 

急ぐなら、手始めに国が全ての子どもたちに子どもは『学校に行くことは義務ではない』こと、『学

校で学ぶ権利』と『学校を休む権利』を持っていること、『不登校はわるくない、休むことは必要

だ』と全国の子どもたちと保護者、学校の教職員の人たちに発信することです。 

 

〈提案〉子どもの現実から出発した取り組みを 

居場所の保証、いじめによる被害救済、不登校でも不利益にならない社会の構築を目指して。 

 法案は、夜間中学とは分けて不登校対策法を一度白紙に戻し、急がず丁寧に子どもの置かれた

現状を子どもの立ち位置から見直すことが必要です。学校を休めず、いじめなどで命を断った子

どもたちに安全な教育環境を提供できなかった反省に立ち（これは私も含めた大人、皆が）出発

点をそこに置いた調査をはじめることです。そして不登校しても不利益を被らない社会の構築に

向けた議論を本気で始めることです。 

 「休みを認めたら、子どもが安易に休むことにつながる」という懸念の声があります。子ども

たちは厳しい学歴社会の現実を前に、休まず頑張って学校へ通い続け、傷つき疲れ果て心身とも

に動けなくなって不登校になる現実を知って下さい。 

 どうぞ子どもたちのことを一番に考えてください。これ以上子どもたちの生きる力と未来を奪

わないでください。 

 学校は社会の縮図です。学校が障害のある子もない子も、学校へ行くのが楽しい子も苦しい子

や辛い子も、安心してともに生活できるインクルーシブな学校をつくって下さい。 

「不登校支援学校」などをつくり、子どもたちを分けないで下さい。 

 立法チームでは、全国で 4300 人いるといわれるフリースクールに通う子どもたちのために長

年力を尽くし学んでこられました。これからは 12 万人にのぼる不登校の子どもたちと学校を休

みたくても休めない 50 万人余の子どもたちの命がけの訴えを聞いて下さい。多くの不登校の子

どもや不登校の経験のある当事者、親・保護者、居場所主宰者・学校の教職員・教委・市民など

多くの声を真摯に聞く、丁寧な実態調査をして下さい。そこから、問題の本質が見えてくるはず

です。 

 今回の不登校法案は夜間中学の法案と分けて、一度白紙に戻し、苦しい状況を生きる子どもた

ちの最善の利益のために再検討してください。 

 

 この法案がこのまま通ったら「やっぱり学校は変えられないのだ」という不信とマイナスのメ

ッセージになります。 

 しかし立法チームが、全国すべての不登校に象徴される教育問題（社会問題）に本気で取組み、

子どもの最善の利益を考え、子どもの側に立って取り組み始めたことが伝わると、それは子ども

たちと保護者にとって、大きな希望のメッセージとなるでしょう。 

                                       以上 
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2016.04.15 
 

義務教育の段階における普通教育に相当する教育の機会の確保に関する 
法律案(座長案)(2016 年 3 月 11 日付)についての問題点  

 
池田賢市 (中央大学) 

 
1. 教育機会の確保については、すでに日本国憲法と教育基本法に規定されている。

また、子どもの権利条約等の国際条約等でも規定されている。したがって、新た

な法律をつくる必然性はない。  
座長案は、子どもたちが「安心して教育を受けられるよう」(3 条・8 条)な学

校にしていくことを謳っているが、それならば、具体的にどのように学校を

変えていくのかが書かれていなければならない。しかし、座長案は、このこ

とに言及していない。(7 条の「基本方針」に学校のあり方を問う項目はない。) 
 
2. 不登校児童生徒の定義(2 条)は、不登校を子どもの自己責任に帰しており、今の

学校のあり方自体を問う視点がない。 
   不登校は「教育相談」の対象(18・20 条)であるとされており、不登校という

現象を生み出してしまう今の学校のあり方を問題にする視点が、座長案には

欠如している。かつて文部科学省は、不登校はどの子にも起こりうるとの認

識を示していたはずであり、まるで不登校になる子どもたちが特別な心理的

問題を抱えているかのような定義は不適切である。 
 
3. 子どもたちを分類・排除し、特別の学校(10 条)や教育施設(11 条)で学ばせようと

することは差別である。  
排除される子どもたちの特定は、「文部科学大臣が定める状況にあると認めら

れる者」(2 条)と定義されている。つまり、その基準の定め方次第で誰が対象

になるのかが決定されることになる。これでは、「安心して」学べない。なお、

不登校の子どもたちへの「特別に編成された教育課程に基づく教育を行う学

校」(10 条)は、この座長案の定義(2 条)によればいわゆる「一条校」であるか

ら、正規の学校をもう一つ増やすことになる。この学校に対して不登校にな

った子どもたちは、つぎにどこに行くことになるのか。 
 
4. 座長案では「多様な学び」は保障されず「多様な学びの場」が用意されるだけ。 

座長案は、「多様な学び」ではなく、「特別の学校」等のように「多様な学びの

場」を用意することになり、子どもたちを分離していく。学校以外での学びは

重要だが、それを学びの場所を分けることで承認することは、義務教育段階で

の分離教育の制度化であり、インクル―ジョンを教育の基盤とする国際的動向

に反している。「多様化(＝分類・分離)」と「多様性(＝すべてを包み込む)」と

は異なる。たくさんの学校が存在する制度的「多様化」は、そこでの学びの「多

様性」を保障するものではない。分類は、必然的にその内部の画一化を生む。 
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5. 学校以外の場での学習にも国・地方公共団体の管理が及ぶ(12 条)ことになり、

子どもたち(およびその支援者たち)の自由な学びが保障されない。  
   学校以外での「多様な学習活動の重要性」を指摘し、かつ「休養の必要性」

を謳いながら(13 条)も、それが「適切な」活動となるように情報提供や助言・

支援を国・地方公共団体が行うことになっている。どこまでも行政が子ども

たちを追いかけ、けっして逃がさないという強い意志が示されている。 
これらは、座長案に頻出するにもかかわらず定義されていない「教育機会の

確保」および「教育を十分に受けていない者」という用語のあいまいさによ

ってもたらされているとともに、学びを学校的なものとしてしかイメージで

きていないことに要因がある。 
 
6. 能力主義的な教育観に立っており、教育を受ける権利を侵害している。  
   19 条には、「教育を十分に受けていない者のうち中学校を卒業した者と同等以

上の学力を修得することを希望する者」という表現があり、一定の学力水準

に達することを前提とした教育機会の確保になっている。このように、何ら

かの内容を修得することをもって教育を受けたこととみなすような発想は、

教育を受けることを権利として定めている日本国憲法や国際条約等に反する。

教育を受ける権利を行使できる環境を、保護者に対してはその保護する子へ

の就学義務、行政には学校設置の義務等を課すことによって保障することが

義務教育制度の根幹であり、保障されたその権利をどのように行使するかに

ついては、子どもの自由の領域である。 
なお、義務教育段階の学校において出席が重視されるのは、本来的(歴史的)
には、保護者が子どもを酷使(労働等)することから子どもの身体等を守るため

であり、一定の学力を身に付けさせるためではない。つまり、酷使されてい

ないことが証明されていればよいことになる。 
 
7. 民間の団体(3・7・15・20 条)が公教育の経営・運営を行うことになり、教育機

会の均等性や安定性に問題が生じる。  
   教育機会を確保する方法のひとつとして挙げられている「民間の団体」がど

のように認定されるのか、その基準が不明確であり、また、それへの財政的

な措置が明記されていないため、「学習支援を行う教育施設」等が具体的にど

のように整備されていくのかが不透明である。 
 
8. 子どもたちの意見を反映させる制度になっていない。  
   座長案は、「児童の権利に関する条約等」の趣旨にのっとる(1 条)としている

が、子どもの意見表明の機会が保障されていない。 
 
9. 夜間等に授業を行う学校(夜間中学)に関する規定(14・15 条)は、独立させた法案

とすべき。  
   独立の法律にする場合でも、14 条のみでよいと考える。15 条の「協議会」の

規定において、対象となるであろう当事者の声を反映させる仕組みが作られ

ていない点には、不登校の子どもの場合と同様の問題がある。 
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文部科学省の「不登校対策」の根本からの見直しを 

 
2016 年 4 月 15 日 

               NPO 法人 登校拒否・不登校を考える全国ネットワーク有志  
          子ども相談室「モモの部屋」 内田良子 

 
 今年は文部省がいまでいう不登校を「学校ぎらい」と分類し、統計をとって問題に

するようになって 50 年目になります。実に半世紀にわたって、文部科学省は子ども

たちが学校を休む権利を制限してきたことになります。文部省及び文科省の不登校対

策が 50 年に及んだ結果、「義務教育の間は学校を休んではいけない」と親も子どもも

学校も思いこまされてきました。また、当初から子どもが学校を休むのは親の育て方

が悪い、子どものもって生まれた学校に行きにくい性格傾向があると言われ、今もな

お不登校に対する誤解と偏見として残っています。 
 1980 年代に入り、登校拒否をする子どもが目立って増える傾向が続き、全国各地

に「登校拒否を考える会」が次々に生まれました。この時期から私は全国各地の親の

会に呼ばれ、相談をたくさん重ね今日に至っています。民間の病院と保健所で 42 年

間、不登校の心理相談に取組み、NHK ラジオ「子どもと教育電話相談」のアドバイ

ザーを 23 年間担当して、全国各地の親と子の悩みを聞いてきました。地域によって

は登校拒否をする子どもとそれを受け入れる家族を学校や教育委員会などが非国民

という時代から、子どもの立場に立って親とともに歩んできました。 
●わが子が不登校になると、保護者は子どもの将来（進学、就職など）を心配して、

学校を休ませないように登校圧力をかけます。いじめや部活での過労、先輩後輩の封

建的関係、先生の体罰、懲罰的指導などで学校に居場所をなくした子どもたちが不登

校になります。わが子が学校生活で傷つき、人間関係で疎外され差別され孤立してい

ることを親はなかなか気づきません。 
 登校しぶり・さみだれ登校の出るわが子を何とか学校へ行かせようとして子どもを

追いつめます。子どもは学校に居場所を奪われた上に、家庭での居場所を失います。

全国 12 万以上の家庭で登校をめぐって家庭内での争いが起き、追いつめられた子ど

もが自分を守るため「家庭内暴力」を振うこともあり、親子関係に亀裂が入っていき

ます。 
 わが子の強い抵抗にあって、親が登校強制をあきらめると子どもは不登校ができる

ようになります。不登校とは年間 30 日以上断続的に学校を欠席することです。しか

し、親や学校、先生が休むことを受け入れないといじめや体罰などで深く傷ついた子

どもは我慢して休まず学校へ行き続けます。保健室や別室に登校している子どもたち

は、少なくとも 50 万人以上いると推定されます。「心は不登校、からだは登校」状態

で頑張り無理を重ね、心身ともに限界を超えた時に子どもたちは自ら命を断っていき

ます。不登校は命の非常口です。 
●職場や各種の会合などで「わが子が不登校して困っている」と呟くとその場に居合

わせた人たちが「実はうちの子どもも不登校して困っている」「姪や甥、孫が不登校

して悩んでいる」と共通の深刻な話題になります。不登校は、日本の社会での国民的
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な課題です。文部省・文科省が不登校はどの子にも起こりうるとして、不登校対策に

本格的に取組むようになった 1990 年から今年で 25 年になります。この間の不登校の

子どもの延べ人数は 270 万人に上りました（1991～2014 年度間）。不登校対策が強化

された 2000 年以降、この 14 年をみても不登校の子どもは実に延べ 190 万人近くに

なります（2000～2014 年度間）。文科省が不登校対策をすればするほど不登校の子ど

もは増え続けています（資料①）。これは不登校対策が子どもの救済になっていない

ことを意味しています。 
 子どもは学校を休めないことを悩み苦しみ追いつめられています。文科省は子ども

が休むことを問題にし、早期学校復帰策をつくり、学校を休ませない対策を次々に打

ち出しました。子どもが求めている休む必要と文科省の対策は真逆です。不登校の子

どもは増え続けています。 
●多くの子どもたちは、いじめや懲罰的指導、体罰などの被害を受けていても学校を

休むことができません。文部省及び文部科学省の不登校対策が50年に及んだ結果、「義

務教育の間は学校を休んではいけない」と子どもも保護者も思いこまされています。 
 評価、競争、管理のある学校ではどの子どももいじめる立場・いじめられる立場の

両方を経験する可能性があります。 
 いじめを受けて深く傷ついている子どもが護身用にナイフやカッターを身につけ

て登校を続けている現実があります。不登校をすることができずに、いじめられる辛

さを回避するためにいじめる側にまわったり、非行へ向かう子どもがいます。 
 いじめられても我慢して学校通い続け、心身ともに限界にきた子どもが命を断つこ

とが続いています（資料②）。不登校は「命の非常口」です。不登校対策を法律化す

ることで非常口を閉じることはしないでください。いま必要なのは、全ての子どもた

ちに「学校を休む権利」があることを明らかにし、そのことによっていかなる不利益

を受けないことをきちんと保障することです。 
●このような状況と背景があるにもかかわらず不登校対策法案が今国会に上程され

ようとしています。法案の内容 1990 年以降、打ち出されてきた文科省の不登校対策

とほぼ同じです。不登校の子どもと家庭を追いつめ、学校を休めない子どもを死に追

いつめるなど効果をあげていない文部科学省の不登校対策をなぜ今急いで法律にする

必要があるのでしょうか。「不登校対策」法案をつくる前に、今まで実施してきた文

科省の不登校対策が結果を出していないことに対し早急に検証が必要です。 
●まず優先すべきは被害者の救済です。人間関係と集団の圧力、先生指導に深い傷を

負った子どもたちはとにかく「そっとしておいてほしい」と望んでいます。心身の回

復には年単位、数年以上かかる子どももいます。文科省の不登校対策は子どものため

になってきたのか。子どもたちに生きる力と幸せをもたらしたのか。将来への夢と希

望をもてるようにしたのか。しっかりと検証していただきたいと思います。不登校対

策法案は拙速をさけ、時間を充分にかけ、不登校の子どもとその保護者、不登校を経

験した当事者、学校現場の先生や養護教員など、全国各地の不登校の現場にいる多く

の市民に経験や意見、懸念などを聞いて下さい。 
 本法案を夜間中学と分けて白紙撤回し、国連「児童の権利条約」を骨格にした、全

ての子どもたちが生きる希望と将来への夢が持てる学校教育環境をつくって下さい。 
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 資料①
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  学生・生徒等の自殺をめぐる状況   内閣府「平成27年版自殺対策白書 概要」より 資料② 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

「逃げる」という選択肢 中学⽣の⾃殺 １７年ぶりの年間１００件超に向き合う 
『リスクリポート』より（個⼈- Yahoo!ニュース） 
 http://bylines.news.yahoo.co.jp/ryouchida/ 
 内⽥良  | 名古屋⼤学⼤学院教育発達科学研究科・准教授  
 2016 年 5 ⽉ 5 ⽇ 9 時 30 分配信  

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  
   
       中学⽣と⽇本全体における⾃殺死亡率の推移（警察庁の資料をもとに内⽥良⽒作成） 
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「義務教育の段階における普通教育に相当する教育の機会の確保等に 

関する法律案」（座長案）の問題点 

                           ２０１６年４月１５日 

障害児を普通学校へ・全国連絡会 

 

「障害児を普通学校へ・全国連絡会」は、共に生きる社会は共に学ぶ教室から生まれると

いう考えのもと、どの子も分け隔てられることなく地域の普通学級において共に学ぶ教育を

求めてきました。国連の「障害者権利条約」におけるインクルージョンの理念は、私たちの

思いと同じものです。教育においてもインクルーシブ教育が進められなければなりません。 

しかし現状は、権利条約を批准したにも関わらず、年々特別支援教育を受ける子どもたち

が増加し、分離・別学体制が進んでいます。それは、文部科学省が権利条約のいうインクル

ーシブ教育の意味を意図的に歪曲しているからです。そして多様な学びの場を用意しその子

のニーズに合った場で別々に学ぶとした特別支援教育を拡充していくことが、インクルーシ

ブ教育システムの構築につながると強化しているからです。 

全国連は、「義務教育の段階における普通教育に相当する教育の機会の確保等に関する法律

案」(以下３.１１座長案)を、特別支援教育の多様な場の拡大であり、分離・別学体制の強化

につながるものととらえています。インクルーシブ教育を推進するものではありません。そ

してこの３.１１座長案の成立には、強い危機感を覚えます。 

全国連は以下にその問題点をあげ、「３.１１座長案 」の白紙撤回を求めます。 

 

 

⒈ （３．１１座長案）は、不登校当事者からの反対の声を取り上げていない。 

 

１９７９年に養護学校義務化がされました。これに対して当事者である障害者たちが養

護学校義務化阻止の声を上げました。障害者たちは「障害児は養護学校に ＮＯ！」「地域

の学校へ行きたい」と体を張って抗議しました。当時、障害者の声を受け止めなかった当

時の文部省は、子ども達を分断する能力主義教育の徹底に舵を切ったのです。 

２０１４年に日本も批准した障害者権利条約は、「私たち抜きに私たちのことを決める

な！」のスローガンが注目をあつめました。障害者の視点から作られた条約でもあります。

そして当事者性という考え方が浸透してきました。政府の障害者政策作成の場には必ず障

害当事者が関わるようになってきています。 
（３．１１座長案）には、不登校当事者から白紙撤回を求める声が上がっています。ま

さに「私たち抜きに私たちのことを決めるな！」ではないのでしょうか。不登校経験者や

その保護者たちは、私たちを苦しめる法案・追いつめる法案だとしています。この法案に

よって更に不登校が増えるとも指摘しています。１２万人にもおよぶ家等ですごしている

当事者たちの反対の声を聞くことなくして、何のための法案なのでしょうか。 
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⒉  （３．１１座長案）は、現在の学校教育全体の競争と管理強化を進める施策である。 

 

養護学校義務化実施の声は、養護学校が選抜制を取り多くの未就学児を出していた 

状況の中から大きくなりました。文部省は障害児の教育権獲得運動に応える形で、延期して

いた養護学校の就学および設置義務の施行をするという政令を１９７３年に公布しました。

この政令は「未就学をなくし、全ての障害児に適切な教育を」の形をとりましたが、一方で

能力主義を柱にした１９７１年６月の第２２回中央教育審議会答申「今後における学校教育

の総合的な拡充整備のための基本的政策について」に基づくものでもありました。この答申

では、戦後の教育体制から新しい時代への挑戦とし能力主義が打ち出されました。発達過程

に応じた学校体制や教育内容とか特性に応じた教育方法等が提起され、その中に「特殊教育

の整備」として「養護学校の義務化もはかること」とされていたのです。養護学校は文部省

が進める能力主義の教育の底辺の受け皿として位置づけられました。結果として就学猶予や

免除は少なくなりましたが、多くの子が普通学級から排除され続けることになったのです。 

こうした経験から考えて、この法案の検討と同時に進行している教育再生実行会議の提言

の中から不登校対策を見る必要があります。教育再生実行会議は「21 世紀の日本にふさわし

い教育体制を構築し、教育の再生を進める」としています。そのために今学校は、英語教育

のために授業時数が更に多くなり、休み時間までも削られようとしています。授業日数も増

え、休日が減っています。「道徳」が教科化され、教科書検定も厳しくなり、子ども達に寄り

添った授業は認められません。全国一斉学力調査のために、都道府県や区市村町単位でも独

自の学力テストが実施されています。小中一貫校や中高一貫校など、選別と競争がますます

加速化され管理が強められています。まさに「一億総活躍社会」の旗のもと、学校が子ども

達にも「活躍」を迫っているのです。不登校児童生徒についても、「適切な支援を」という形

を取りながら、不登校の子ども達を選別して「活躍」を迫っているとしか思えません。 

 

 

⒊  不登校児童生徒の定義が文科大臣の定める状況にあると認められるもの(第 2条)とさ

れ、どの子も対象にされる危険性がある。 

 

 心身障害児教育が特別支援教育となって、従来の障害に加えてＡＤＨＤや高機能自閉症等 

が対象になりました。更に発達障害も加わりました。最近では、普通教育から落ちこぼれる 

子や適応しない子など年々拡大される傾向にあります。私たちは、競争と管理がますます強 

まるなかで、学校教育が特別支援教育の対象を増加させてきた事例を数多く見てきました。 

近年障害の定義について、「医療モデル」から「社会モデル」とする考え方がされるようにな 

り、障害を個人の問題とせず社会の在り様と関連してとらえるようになっています。 

３．１１座長案は、「学校における集団の生活に関する心理的な負担その他の事由のため、

就学困難な状況として文科大臣が定める…」となっており、不登校を個人の問題にして学校

の在り方を問題にしていません。障害の医療モデルの考え方のままです。学校生活での心理

的な負担は、どの子も抱えるものです。そして不登校は、どの子にも起こりえます。不登校
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対象も特別支援教育対象と同じように拡大され、普通教育の場から切り離されていくともの

と懸念されます。そして特別支援学級や学校を増設したように、「適切な支援」として適応指

導教室や不登校対象学校が作られます。学級や学校ができるとその学校への就学を強制され、

更に不登校対象児が拡大していくという連鎖が予測されます。 

 

 

⒋ 不登校児童生徒に対する教育機会の確保等（第３章）は、特別支援教育における振り分

けの手法と酷似している。 

 

特別支援教育では、個別ニーズに応じた適切な支援の名の下に子ども達の振り分けが組 

織化されました。就学前検診体制を強化し、就学前相談や就学児健診で障害児の発見に努め、

学校内では特別支援校内委員会・特別支援コーディネーター・巡回相談・個別支援計画の導

入により、在校生の中から特別支援教育対象児をふるいわけています。 

不登校対象児童生徒に対しても、第３章全体を通して、普通学級からの振り分けが組織化

されていくことが読み取れます。第８条 「学校における取組を支援するための必要な措置

を講ずる」 第９条 「適切な支援が組織的継続的に行われることとなるよう、そして専門

知識を有する関係者で共有することを促進するために必要な措置を講ずる」は、学校内での

不登校児童生徒対策です。 

この法案と同時に不登校に関する調査研究協力者会議で作成された「教育支援シート」に

より、不登校対象を抽出するわけです。特別支援教育では「実態把握カード」があり、「年度

末や年度始めに、全校体制で全校児童生徒を対象にスクリーニングを実施しましょう」と対

象児童生徒の抽出を呼びかけました。同じように「教育支援シート」で抽出された不登校対

象児童生徒は、専門家の手で第１０条「特別の教育課程に基づく教育を行う学校の整備」で

作られる不登校対象の学校への転校を「適切な支援」として強制されるのです。教職員達は

自分たちの指導の在り方が子ども達を不登校に追いつめている現実を顧みることなく、「不登

校のことは専門家に任せよう」とする風潮が強まると考えられます。不登校を学校の問題・

教育の問題としてとらえず、子どもの側の問題としてとらえるようになっていきます。 

特別支援教育が普通学級の中で共に学ぶためではなかったように、この法案で子ども達が

安心して学べる学校とはなりません。学校にとって「問題のある子」「手のかかる子」を普通

学級から分離し、子ども達を分断する法案です。 

「義務教育の段階における普通教育に相当する教育の機会の確保等に関する法律案」

（座長案）の白紙撤回とインクルーシブ教育の推進を求めます。 

 

実態把握カード……特別支援教育体制モデル事業 八王子市・調布市の啓発リーフレットより 
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（声明）「義務教育の段階における普通教育に相当する教育の機会の確保等に関する法律案」 
         の成立に反対する 
 

2016 年 09 月 11 日 
日本社会臨床学会運営委員会 

 
 私たち日本社会臨床学会運営委員会は、障害、能力、特性等によって人を分けないという方向性を提

起しながら、共に暮らすことを模索してきました。したがって、以下の理由により、臨時国会で審議予

定となっている「義務教育の段階における普通教育に相当する教育の機会の確保等に関する法律案」（以

下、教育機会確保法案）の成立に反対します。 
 本法案は第 2 条２項において、「不登校児童生徒」を、「相当の期間学校を欠席する生徒のうち」「学校

における集団の生活に関する心理的な負担その他の事由」によって「就学困難な状況」にあると文部科

学大臣が認めた者、と定義しています。 
 文科省は 90 年代に入ってから、「不登校」を病気とは捉えていませんし、「問題行動」とも規定せず、

どの児童生徒にも起こりうることと捉えています。児童生徒本人に原因を求めようとする立場には警戒

すべきとの言説もみられます。しかし、本法案では、「不登校児童生徒」を特別に「困難な状況にある生

徒」として規定しており、それはすなわち、そうした生徒を特別な存在と見ていることになります。 
 そう規定した上で、学校における「適切な支援が組織的かつ継続的に行われる」よう、「支援の状況に

関わる情報」を「教職員、心理、福祉等に関する専門的な知識を有する者その他の関係者相互間で共有

することを促進する」（第 9 条）となっています。そして「学校以外の場において行う学習活動の状況」

及び「不登校児童生徒の心身の状況」を「継続的に把握するために必要な措置を講ずる」としています

（第 12 条）。 
 学校・フリースクール・家庭など、場所によって人々が児童生徒を見る眼差しは違っています。ある

場所ある人たちとの出会いの中で、今までになかった視点に遭遇し、それを契機に新しい生き方を模索

し始めていく人も少なくありません。しかし、この法案では、学校内外での支援が継続的に統一的に行

われていくことが目指され、そのために、情報の共有が求められています。このこと、つまり組織的、

継続的、統一的な支援や情報の共有・管理は、それぞれが持っている差異をなくし、均質化された関わ

りを作ることにしかならないと危惧せざるをえません。 
 また、「不登校児童生徒」のために、「その実態に配慮して特別に編成された教育課程に基づく教育を

行う学校」を整備するとしています（第 10 条）。これはまさに生徒の実態や状況・ケースに即した特別

な支援・教育を行っていくということであり、さらなる分離教育システムを形成することでもあります。 
 以上、この教育機会確保法案は、「不登校児童生徒」を特別な状況にある人と規定し、組織的継続的な

支援、情報共有・管理を行い、特別に編成された教育を実施することを目指しています。これは、「不登

校」に対するマイナスイメージと特別視を強め、分離教育、新たな差別視へと向かうことにしかならな

いと考え、私たちは本法案の成立に反対します。 
 
 
連絡先 
日本社会臨床学会事務局 
〒191-8506 東京都日野市程久保 2-1-1 明星大学明星教育センター 榎本達彦研究室 
E-MAIL：shakai.rinsho@gmail.com 
WEB：http://sharin.jp 
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『あかね色の空をみたよ』堂野博之著  高文研（1998 年）より 

 不登校の子どもの気持ち 
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不登校を経験した当事者、不登校の子どもを持つ親の方々などの声・意見 

 

●不登校を経験した当事者 A.O 

 私は昔、不登校でした。学校へ行くことが只々苦痛でした。でも、家に居れば楽に過ごせたわけで

はありません。「自分は学校に行けないダメな人間なんだ」と自分を責めていたからです。こう云う時、

体は動きません。「ダメ人間でなくなるために学校へ！」と行けるものでは無いのです。そして次に

思います。「ダメ人間でごめんなさい」「ダメ人間なのに生きていてごめんなさい」と。これは決して私

一人の特殊な考え方ではないと思います。多くの不登校の子は、只、学校に行けないと云うだけで

自分を責め、時には生きている事すら悪い事だと思い詰めたりしてしまいます。      

 そこへの「皆、待ってるよ。学校へおいで」等の働き掛けはもちろん、「学校がムリならフリースクー

ルもあるよ」「それもムリなら家で勉強したら？」等、働き掛ける側がどんなに善意からでも（いや善

意であればこそ）自分を責めている当事者には凶器になります。「皆がこんなに色々してくれている

のに、自分はそれに応えられない超ダメ人間だ」と思わせるのに充分だからです。この法律案は、こ

の“凶器”を多量に生む危険を孕んだものです。今まで「かわいそうだけど何もしてあげられない…」

と思っていた（そしてそっとしておいてくれた）人達が、善意で「学校へ行けないなら個別学習計画を

出すといいよ」と言ってくるかも知れない…。先生が…学校関係者が…教育委員会が…そして保護

者が。これは不登校経験者の私には、もはや恐怖でしかありません。 

 自分を責めている不登校の子に必要なのは、「学校に行かなくたってダメ人間なんかじゃない」と

実感できる環境です。「行かないなら個別学習をすれば良い」では、必要な実感は得られません。ど

うか議員の皆さん、辛い思いをしている不登校の子に良かれと思うのであれば、この法律案を通す

のではなく、「何もしない今のままだって何も悪くない！ダメじゃない」と思える社会を造って下さい。 
 
※この文章は 2015 年 9 月 15 日の『馳座長試案』を受けて書かれたものです。どのように法案を書きかえられよう

と不登校をしたことで存在を否定された当事者の思いは変わりません 

 

 

●不登校を経験した当事者 30 歳 

わたしは東京在住で、小学校でいじめにあい、中学２年で不登校をし、３０歳の今、ようやく家で落ち

着いて過ごせるようになった矢先に、「義務教育の段階に相当する普通教育の機会の確保に関す

る法律案」を知りました。 

中学２年の２学期に、エネルギーが切れるように学校に行かなくなりました。しかし学校を欠席して

家にいても全く休めず、罪悪感を感じる時間の方が多かったです。そして親も不安に陥っているの

で、せめて規則正しい生活を崩さないようにと朝起こしにきたり、ちょっとでも家で勉強させようとした

りと、もう双方の願いや思いが全く合致せず、非常に辛い日々が続きました。 

中学、高校、大学の年齢の頃は、そういう所に通えない、自分を合わせることが出来ないことに罪悪

感を感じ、社会で働いて当たり前の年になると、人や集団が怖くて働きに出られないことを引け目に

感じながらも、どうすることもできませんでした。 

そして、社会の価値観に合わせられない自分を責め、どうすれば社会という集団に自分が仲間入り

できるか、合わせることが出来るか、そればかり考えていました。合わせられない自分が悪い、自分

に問題がある。不登校してから、ずっとそう思っていました。 
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そこから解放されたのは、一昨年の１０月、当事者の集まりで他の参加者の方が、「アウェーからは

離れていい」という言葉を言ってくれたからです。サッカーの中継などでよく出てくる、HOME（ホーム）

＆AWAY（アウェー）のことですが、この言葉が、本当に大きなきっかけになりました。そこがアウェー

なら、合わせる必要ない。アウェーからは離れよう、離れていいんだ。この言葉のおかげで、中学２

年で不登校をしてから１６年目に、私ははじめて、心から、自分を肯定することができました。 

元当事者として、今回の法案は、白紙に戻してほしいと願ってきました。 

２月２日、３月４日、３月８日、３月１１日と、条文が出るたび読ませていただきましたが、「不登校の

子どもの管理法案」になっていること、この法案が成立してしまえば、生存権を脅かされる子どもが

でてくると、強い危機感を感じています。 

「教育機会の確保」という言葉が使われていますが、学校でいじめ・体罰・性被害などをうけた「犯罪

被害者の保護・ケア」という観点からお考えください。 

学校が加害者側とすると、この法案は、加害者側が被害者の「適切な支援が組織的かつ継続的に

行われることとなるよう、支援の状況に係る情報を教職員、心理、福祉等に関する専門的な知識を

有する者その他の関係者相互間で共有（第九条）」し、「学校以外の場における学習活動等の継続

的な把握」「心身の状況を継続的に把握（第十二条）」をして、「実態の把握に努める（第十六条）」。 

支援するにも、実態を把握するにも、本人あるいは保護者に聞きとりをする必要があります。 

そうなると、学校に行かない理由を言葉で説明しなければならなくなる。 

いじめや性被害、体罰などの被害をうけた人の場合で考えてみますと、非常に辛い心理状態に追

い詰められるのではないかという懸念がぬぐえません。 

突然犯罪にまきこまれ、ショック状態で動けなくなった（学校に行かなくなった）被害者に、加害者が

在籍する学校側の関係者が、「情報を共有」し、「状況を継続的に把握」したいと法律に基づいてや

ってくるのです。被害当時の状況をフラッシュバックさせ、思い出させて言葉で学校に行きたくない理

由を説明させられるのです。 

そうしないと「休養の必要性」が認められない。とんでもない話です。 

「犯罪被害者の保護・ケア」という観点から見ますと、この法案は危険です。 

被害者を追い詰めるものになる可能性が、非常に高いです。 

どうか、立法を急がないでください。 

広く、丁寧に、時間をかけて、当事者や保護者の声を、聞いていただけますよう、お願い致します。 

そして、今回の不登校対策の法案は、白紙に戻していただけますよう、切にお願い申し上げます。 

 

 

●親の会 N.A 

 私には 3 人の息子がおり、今は義務教育年齢を過ぎていますが 3 人とも不登校経験があります。

幼稚園や小学校の途中から不登園・不登校となり、中学は 1 日も登校することなく卒業して、今はそ

れぞれに学校ではない居場所や家庭で過ごしながら、将来のことも少しずつ考え始めています。21

歳の長男に先日、この法案の最新の骨子を見せたところ「こんなもの、やめてくれ！」と言っていまし

た。法案の内容はどんどん書き換えられていますが、前座長案のときからこの法案は学校外での

学びを学校での学びと対等な位置に置くものではありませんでした。しかも書き換えられるたびに、

学校外の学びを認める内容から不登校対策へと内容がシフトしており、休みがちになった子どもの
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管理を強化し、各関係機関で情報を共有し、学校復帰をより促す。それでもどうしても来られない子

は仕方がないから、その子たちのための場所を公で用意したり、民間や家庭での学習も容認する。

それでもやはり学校の学習を第一としているという内容です。文科省で進めている、不登校を休ん

だ日数でさらに細分化して管理するという施策ともリンクさせてようとしているように見えます。 

 我が子が不登校になっていた合計 10 年間の義務教育期間の経験から言わせていただくと、不登

校になっている子どもの大多数は心が疲れた状態で家にいて、この法案で用意されようとしている

「支援」を望んではいません。長男が「やめてくれ」と言ったように、家にいる大多数の子どもが望ん

でいるのは、とやかく言われずに家でゆっくりできる時間を保障されることです。その時間が保障さ

れれば、やがて学校に戻るのであっても別の道を進むのであっても、本人が自分で考えて決める力

を取り戻します。学校的な学習は最初は手を付ける気力などないし、進む道によっては必要ない場

合もあります。 

 議員のみなさんがよかれと思って進めてくださっていることが、子どもたちのためになるとはとても

思えない内容になっています。たとえ「多様な」とか「休養の必要性」というような言葉が盛り込まれ

ても、法案全体にそういうまなざしがない以上、あくまで条件付きのものに終わると思います。現状

でも小中学校には 1 日も登校しなくても、将来に不利にならないよう卒業が認められ、何らかの理由

で苦しくて学校に行けないことは正当な事由として認められています。この法案ができるとそこに条

件がつけられ、学校を休んでいる子はさらに追い詰められます。どうかそこのところを知っていだた

いて、夜間中学の法案とは分けていったん白紙に戻していただけるよう、切にお願い申し上げま

す。 

 

 

●親の会 K.T 

 教師の暴力的威圧的な態度により長女が不登校になった時、登校出来なくても勉強はさせるのが

『長女のため』と想い塾に行かせたりした結果、長女は夜驚症を起こし毎晩泣き叫んだり、音の聞こ

え方がおかしくなるような状態になってしまいました。 

その後しばらくして、次女が学校になじめず、五月雨登校になってきた時、この子だけは不登校にな

って欲しくない。普通でいるのが『次女のため』と私は必死で学校への送り迎えをしていた結果、次

女は毎日毎日「死にたい、死にたい…。」と長女に言っていたそうです。 

 親の会に出会い、学校より子どもの命が大事と心の底から思えた時、子ども達は家で安心して過

ごし穏やかに生活できるようになりました。 

 次女は現在中学１年生で葛飾シューレ中学に在籍しています。この中学に入学したのは、小学校

で不登校をしていた時、校長先生にしつこく本人確認をさせて欲しいと言われ、それが嫌だったから

です。 

確かにこの中学は安心して家で過ごすことが出来ますが、全く行かなくても当然授業料が発生しま

す。行かない学校にお金を払うより、自分の好きなことの為に使う方がいいのではないか・・と本人

が考え、地元の中学へ移る事を考え始めていた時に、この法案の情報が入ってきました。 

 この骨子案の内容を読むと、地元の中学で不登校となれば、『支援』という名目で家に知らない人

たちが来るのではないかと娘は怯えています。それを考えると地元の中学には行けません。この法

案が成立すれば、現在の安心できる生活を確保できなくなるなんて、一体誰のための法案なのかと

 21



 

思います。 

不登校の子や辛い状況で学校に行き続けている子のことを考えてくださるのは、とてもありがたいこ

とです。しかしその子達が困るような法案では全く意味がなく残念に思います。最も辛い思いをして

いる子達が、社会の規範に縛られ自分を責めるばかりで何の声も上げられない状況があります。 

現在の不登校をさせず学校復帰が強調され管理が強まる骨子案は一度白紙にしていただき、まず、

辛い立場にある子どもたちの声に耳を傾けていただきたいです。 

 

 

●親の会 H.H 

小 5 で不登校になり、現在中 3 の我が子は、「（多様な）教育機会確保法案」には異議があるようで

す。不登校経験のある友人達に「自分達の問題なのだから、ちゃんと考えないとダメだよ！これは、

オレ達の為じゃなくて、親の為の法律だと思う」と友人たちに話しているそうです。 

最初はポカーンと聞いていた友人が、私が長男にしてきた、親の心配からくる、様々にかみ合わ

なかったことを友人に話すと（親がカウンセラーに相談して、カウウセラーのアドバイスにしたがって

長男がやられたことで、長男がムカついたことなど）「そうだよ！俺もさ・・・・！こんなことがあった！

あんなことがあった！それは、ひどい！」と急にしゃべりだし、話しが盛り上がったそうです。 

子どもに良かれと思って、親は、あれこれ走りまわり、子どもに対して、言ったり、やったりします。

それは、親自身の不安を打ち消すためのことがほとんどです。「親の会」では、そんなことが話され

ると「私もそうだったよ」と共感的に受けとめられ、その共感の中で、少しずつですが、親も子どもの

思いに気がついていきます。 

今回の法案は、そんな親達の数々の過ちを、個人的な問題ではなく、制度として固定化させてし

まう危険を感じています。個々人の過ちであれば、個々人が気がついた時から修正していけますが、

法律となってしまうと、強制力が働きます。そこに、親の会の仲間たちは大きな危機感を感じて、法

案の白紙撤回を求めています。 

 

 

●親の会 S.O 

埼玉県草加市の地域で小さな親の会を２５年続けてきました。私の娘と息子は小学校低学年か

ら、体の症状なども出て不登校になりました。現在は３０代になり、それぞれ元気に過ごしています。

地域の会で出会った子どもたちを思い起こすと、フリースクールに通っていた子はごく一部です。ず

っと家で過ごして、義務教育年齢を過ぎてから動きだした子も多いです。それぞれに、しっかりした

信頼できる社会人になっています。 

当初出された前座長試案の「個別学習計画」には愕然としました。あの条文がそのまま通れば、

一番辛い状況の子どもと親を強く抑圧してしまったことでしょう。「学力を保障する」という善意からだ

としても、状況によって命にかかわるほど子どもを追い詰めてしまったと思います。何より不登校の

子どもがどのように辛いかを認識せずに書かれた条文だと思いました。「個別学習計画」が削除さ

れてほっとしています。けれども、新しい試案の骨子を見ても、まだ、子どもの状況を理解していた

だけていないと感じざるを得ません。「不登校していても大丈夫だよ」という心からの安心感は、「フリ

ースクールもあるよ」「こんな学習もできるよ」と提示されることで得られるものではない。無条件に
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「今のありのままでＯＫだよ」と感じられる状況が必要なのだと思います。 

娘は「自分は学校に行かないダメな人間だから、呼吸して空気を汚すことに罪悪感があった」と言

いました。親の私は、結構笑顔で一緒に外出していたし、そんなに辛かったとは気づきませんでした。

娘は「にこにこ元気でいなくちゃいけないと思っていた。でも、にこにこしていられる元気はあったって

いうことだね」と言いました。昼夜逆転したり、外に出られない子たちはもっと元気が出なかったのだ

ろうと。 

私自身立派な親ではありません。毎日一緒に過ごしている親でも気づけない子どもの思い・心の

痛みと苦しみがあります。まして、学校の先生、教育委員会の方に見えないこと、気づいていただけ

ないことは、たくさんあって当然、やむをえないと思います。 

２５年間、親の会を続けてきて深く感じているのは、子どもを甘く見てはいけないということ。子ど

もは全身で感じとり、一所懸命頑張って、頑張り続けられなくなった限界で動けなくなります。大人が

「子どもによかれ」と思ってあれこれ働きかけ、善意であることを感じとれば感じとるほど、子どもは

それに応えられない自分を責めて苦しんでしまいます。子どもに対して何かの方策をとる場合は、

子どもの心の底をしっかり汲み取らなければいけない。今、渦中にある子どもの声を聴くことは難し

いとしても、体験した当事者の声を真摯に聴きとって法案を作成して下さいますよう、切にお願いい

たします。 

草加市の隣の川口市には「自主夜間中学」があります。そこの方たちは３０年間、週２日公民館

の会場を借りて学習したい人たちから「授業料」を一切とらず、ボランティアで学びの場を続けてきま

した。それと並行して、埼玉県に公立の夜間中学校を作ることを求めて運動していらっしゃいます。

埼玉県知事は「国の動きを見て決める」と回答し続けています。学校教育の場から学校教育法に合

わないからと排除されてきた「夜間中学」の方たちの問題と、学校教育の中で傷ついて「不登校」に

なってしまった子どもの問題を「教育の機会の確保」という文脈でひとつにまとめてしまうことは大変

乱暴な論理だと思います。どうか、夜間中学の問題と、不登校の問題を分けて、法律を作って下さ

い。私は、夜間中学の方たちが待ち望んでいらっしゃる法案は速く実現していただき、そして不登校

の子どもの問題は、当事者の声を充分に聞くことも含め、もっと丁寧に検討して法案を作成していた

だきたいと思います。 

「骨子」第三の二を読んで「ああ、また先生たちがきつい状況になってしまう‥」と感じ、ため息が

出てしまいました。娘の小学校時代から、担任の先生と連絡をとるために職員室に足を運ぶ機会も

多くありましたが、先生たちが職員室で机に向かっている様子にどんどんゆとりが無くなってゆくの

を感じていました。法律で自治体と教育委員会、学校に指示するだけでは、現場の方の負担が増す

ばかりです。学校現場の先生方の声もしっかり聞きとって法案を作成して下さい。子どもと先生がゆ

っくり顔を見合って一緒に笑いながら過ごしてゆける学校、子どもたちが、あれこれ自分で試したり、

まちがえたりやり直したりしながら、自分の人生を作ってゆくことをサポートする学習環境の実現を

願っています。 

様々な方針や政策が繰り返し出されながら、不登校もいじめも無くならないのは何故なのか、今

までの日本の学校教育の問題をかえりみずに「子ども」と「教師」を動かしてしのごうとすることはもう

やめていただきたい。ハードワークに陥って心身を壊してゆく先生たちも後を絶ちません。現在の枠

組みの中で苦心を重ねている多くの関係者に下駄を預ける法律ではなく、大前提の枠組みを緩や

かで健全なものに広げてゆく法律をこそ、作っていただきたいと切望いたします。 
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●親の会 H.A 

 私は島根県松江市に在住しています。我が子の不登校から仲間と親の会を立ち上げて、25 年に

なります。 

親の会では毎月１回の例会を開き、参加者同志で親の思いや子どもの姿を素朴に素直に出し合い

ながら、子どもの無言の訴えや苦悩を子どもに寄りそう姿勢で考え合ってきました。その中で出され

る学校状況は２０数年前とあまり変わらず、子どもの苦難はいまだに続いていると感じます。 

 長年、国の予算を多額に投じて行われている不登校対策ですが、いっこうに改善につながらない

のは「不登校の子どもの側に問題がある」として対応してきたからではないでしょうか？ 

 今回の法案も不登校の子どもを更に管理、分別するものになっています。そもそも子どもが行けな

い、行きたくないのは学校なのです。学校を変える努力をしてください。 

息子は小２の時から不登校でした。８歳の時、私の友達グループに誘われて、旅行に行きました。

すると担任の先生から「学校に来れないのに家族以外の人と旅行に行ったんですか？」と不思議が

られました。彼は旅行には行けましたが、『学校』には行けなかったのです。 

 不登校は良くない事、不登校にならないように、の考えが今、学校にかよっている子をも苦しめて

います。ゆとりがなく、競争や管理の辛い学校生活でも、いじめがあっても頑張るしかないのです。

学校も家庭も休むことは許してくれないのが実情です。かつて私もそう思っていて、行き渋る息子を

更に追い詰めてしまいました。まるで別人のように荒れ、様相も変わっていった息子の姿を今でも思

い出します。本当に申し訳ない事をしたと反省すると共に生きていてくれた事に感謝しています。ど

うか子どもが自分の事情で休める学校にしてください。 

 学校の制度や学校の文化、空気感を子どもの側、また、世界一多忙な日本の教師と言われる先

生の側から検証し、丁寧に議論を積み重ね、根本的に見直してください。 

 そのためには、当事者、体験者、親の会の意見をしっかり聞いてください。 

どうぞよろしくお願いいたします。 

 

 

●元教師の方 

 子どもが不登校になると、親は悩み教師も子どもの登校を親とともに促します。私も教師をしてい

たときそうしてきました。このことが子どもを一層苦しめ傷つける行為であったかということをようやく

知りました。 

 この法案は「子どものために良かれ…」と、不登校に縁のなかった大人の教育的配慮から検討さ

れたものと考えられ、実際は現在以上に子どもを追いつめて問題解決には程遠いものであるとの

懸念が関係者の中で広まっています。 

 そんな疑義のある法律の立法化を急ぐことなく、当事者の心に寄り添い、不登校体験者やその保

護者、支援者の声を十分にいて下さい。不登校の実態について子どもの立場から、調査・研究・検

証を進めてください。 

 まずは法案の白紙撤回を求めます。よろしくお力添えください。 
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「学校に行かない子と親の会（大阪）」会報『ココナッツ通信』より 

「大阪の会」の２５年（５） 

「義務教育機会確保法案」今国会に提出へ 
 

山田 潤 
  
まずは、４月28日付けで「教育新聞」が報じてい

るところをそのまま掲載しておきます。 

教育機会確保法案が了承 連休明けに国会提出へ 

超党派フリースクールと夜間中学等義務教育拡充

の両議員連盟は 4 月 28 日、国会内で総会を開き、

不登校児童生徒を支援するための法案について共産、

社民以外の党から了承された。連休開けの5月上旬

には、国会に提出する見通し。 
ただ、理解が得られなかった政党に配慮し、付帯

決議に意向を盛り込むとした。 
賛成した自民、公明、民進、大阪維新の会の四者

が議員立法として共同提出する。共産、社民は「議

論が尽くされてない」と最後まで反対した。 
提出される「義務教育の段階における普通教育に

相当する教育の機会の確保等に関する法律案」は、

「休養の必要性」を明記した。これによって、いじ

めや生活習慣上の問題などで学校に通えない児童生

徒の欠席を認めるよう促した。状況に応じて学習支

援をする規定も入れた。 
国と地方公共団体には、不登校特例学校の設立や

学習支援ができる教育支援センターなど教育施設の

充実を明示した。それに係る財政措置も国と自治体

に要望した。 
文科大臣には、不登校児童生徒支援のために基本

指針を定めるよう求めた。文科省では現在、有識者

会議でフリースクールの在り方などを検討している。 
このほか、夜間中学の充実も盛り込まれた。 
付帯決議には、子どもの意思を尊重することや不

登校が問題行動として切り分けられるのではとの懸

念に配慮した規定を入れる予定。法案提出前に立法

チームを開き、議論する。 
この日の会合に出席した関係団体の反応はさまざ

まだ。 

不登校・ひきこもりについて当事者と語り合うい

けふくろうの会の伊藤書佳代表は法案に反対する。

「まずは学校の制度自体を見直さなければならない

のに、不登校の子どもたちをどうするかを考えてい

る。それは間違いだ。議連には子どもたちの生の声

を聞き、法案に反映させてほしかった」と話す。 
一方、フリースクール東京シューレの奥地圭子代

表は「一歩前進して、ほっとした。休養の必要性を

明記した点については、無理に学校に行っている子

どもたちも、休むことで精神的にも肉体的にも不安

が取り除かれる」と述べた。夏休み明けに自殺者が

増える現状にもふれ、「子どもたちの命を守ることが

できる」と期待を寄せる。 
同法案は、今国会での法案提出にめどがついた。

だが、ここに至るまでには時間がかかった。各党手

続きが長引いたからだ。その原因は、フリースクー

ルなど学校以外の学習を“義務教育とみなす個別学

習計画”が盛り込まれていたからだ。与野党とも「こ

れでは、フリースクールで学ぶのが常態化し、学校

復帰が遠のく」「フリースクール側としては、自由な

学習ができなくなる」などの異論が噴出していた。 

会合には馳浩文科相も出席し「国会提出後のさら

なる肉付けを」と要請した。  以上「教育新聞」から 
  

議員連盟に参加する全会派の賛同を結局は得ない

まま、「義務教育機会確保法」という名の、実質的に

は「不登校対策法」と呼ぶのがふさわしい法案が議

員立法のかたちで今国会に上程されるはこびになっ

たようだ。肝心かなめの当事者団体のあいだで賛否

のきびしい対立があるというのに、なぜこの法案の

成立をこれほども急ぐのだろうか。 

奥地さんが言う「一歩前進」というのは、５月２

日付け日経新聞夕刊によれば、「当初案から内容は大

きく変わったが、学校以外の学びを支援する必要性

が認められた点は現状を変える一歩になる」という

ことのようだ。４月29日付けの朝日新聞はこう報じ

ていた、「議員立法を働きかけてきたNPO法人東京シ

ューレ理事長の奥地圭子さんは『（義務教育の制度内
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にフリースクールなどが位置づけられず）多様な学

びを選べるという理想的な法案ではないが、多様な

学びの必要性は認められたと思う』と評価した」。 

 ほんとうに、一歩ではあれ前進していると評価で

きるのだろうか。というのも、この法案で「学校以

外の学び」や「多様な学び」、あるいは「休養の必要

性」が言われているのは「不登校児童・生徒」にか

ぎってのことなのだ。法案第２条にその「不登校児

童・生徒」についての定義があることの問題性につ

いてはこの連載の前回でふれたのでくりかえさない。 

言いかえれば、この法案で「多様な学び」や「休

養の必要」が説かれているのは、義務教育段階のす

べてのこどもを対象にしてのことではない。「不登校

児童・生徒」であると法にもとづいて当局に認定さ

れた者だけが、いわば特例として「学校以外」や「休

息」が許される。この法案の構造はそうなっている。

「不登校」と認定されるのを待ってはじめて、「多様

な学び」を、しかも当局の監視下で「選べる」ので

ある。法案全体のそうした構えを無視して、たとえ

ば「児童の権利に関する条約」への言及などがある

などと、法案の「よい部分」をなんとか救い（掬い）

上げようとするのはやめたほうがよい。 

奥地さんたちは、「不登校」や「フリースクール」

の社会的な認知をめざし、後者への公的な財政支援

の道筋をつけようと法案の成立に期待をかけている

のだろうが、当初に思い描いていた「理想的な法案」

になっていないことはみずからも認めている。最初

から「理想」とは大きく隔たっていた法案が、教育

行政サイドにおいて「不登校」を定義・認証するよ

うな法案に様変わりした段階で、いよいよ「理想」

とは縁もゆかりもないものになった、と潔く見切る

べきではなかったろうか。 

議員連盟の当初の立法チームの座長であった馳宏

議員は、就任したばかりの文部科学大臣として、こ

んなふうにインタビューに応えている。 

◆フリースクールに通う子らを支援する法案の提出を

超党派の議員連盟が目指しています。国はどんな支

援策を考えていますか。 

◇あらゆるメニューを考えています。まずは補正予

算案にフリースクールの実証的なモデル事業費が入

りました。安倍政権が掲げる「１億総活躍社会」の

重要な案件として認識してもらっているということ

です。（下線強調は山田による） 

◆教育支援センター（従来の適応指導教室に相当）の

役割はどう考えていますか。 

◇現在設置している自治体は全約1800のうち約６

割にとどまるので、設置促進のための努力が必要で

す。各自治体の総合教育会議で、首長と教育長や専

門家が議論すべきでしょう。 

◆他の支援策は。 

◇休むことも教育の一つです。教育支援センターが

安心できる居場所となるよう、まず国が教育方針や

指針を作ることが重要です。また、意欲のある児童

生徒に対して、計画的な学習支援をするため、より

専門的な人材の配置も必要です。 

以上 毎日新聞2015 年12 月21 日東京朝刊より抜粋 

「休むことも教育の一つです」をふくめ、最後の応

答部分は全体に下線強調を施そうかと思った。「休

養」も「一億総活躍社会」の文脈でその「教育効果」

があがることを期待して認められているのである。 

「一億総活躍社会」は、「いちぬけた」を許さない、

監視のゆきとどいた社会である。なんの貢献もしな

いで社会のお荷物になる「国民」をかぎりなくゼロ

に近づけようとする、始末倹約の社会である。役に

立ちそうな「人材」が活用されないまま埋もれてい

ることをなによりも嫌うヘッドハンターが目を光ら

せている社会である。 

 「不登校」の定義もさることながら、人が、いつ、

どのように「休む」かについて、法が口をはさむこ

とについても、わたしは警戒が必要だと思う。 

 かつて、大人の勤労者に有給休暇の制度があるよ

うに、学齢期のこどもにも、学校を堂々と休める制

度があればよい、という議論があった。いまでもあ

るだろう。わたしは、しかし、この法案に「休養の

必要」が盛り込まれて以来、かねてからの違和感が

より強くなった。次回にそれを記す。    160507    
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「学校に行かない子と親の会（大阪）」会報『ココナッツ通信』より 

「大阪の会」の２５年（６） 

「義務教育機会法案」継続審議に 
 
 

山田 潤 
 
 
  
超党派議員連盟で全会一致をみることができなか

った「義務教育機会法案」は、自民、公明、民進、

大阪維新の会の４党が、５月10日に共同提案として

国会に上程した。同18日には衆院文教科学委員会で

審議に付し、短時日のうちに衆議院で可決採択する

見通しだったようだ。ところが、その文教委員会で

審議がはじまろうとする直前に、参議院の民進党か

ら異議が出た。全会一致ができず、反対する党があ

る法案の成立を急ぐべきではないというのだ。18日

付けの朝日新聞電子版によれば、「夏の参院選をに

らみ、野党共闘の足並みをそろえるため、共産・社

民両党が賛成しない同法案の成立は先送りした方が

得策だと判断したという」ことらしい。いよいよ会

期末となった５月31日の衆院本会議で、佐藤茂樹公

明党議員が、党利党略を優先した民進党がみずから

共同提案した重要法案の成立をさまたげたと非難し

ている。 

昨年の９月に当時の馳座長試案が公表されて以来、

めまぐるしく二転三転してきた法案は、どこまでも

わたしたちをドキドキハラハラさせながら、まだこ

れでおしまいとはならない。法案は廃案とはならず、

秋以降の臨時国会にもちこされた。 

会期末ぎりぎりの31日にフリースクール等議員

連盟などが総会を開いて継続審議とすることを確認

するまで、関係する当事者団体からは、法案の早期

成立をめざせ、いや慎重審議だ、いや白紙撤回・廃

案だ、と、諸党諸議員への請願・陳情合戦が相次い

だ。わたしもまた５月20日付けで、法案成立に反対

する個人名の要請文を衆参文教委員会に所属する民

進、社民、共産などの30名近い議員に宛ててファッ

クスで送付した。いつまたどんな逆転があるかもし

れない、せめて今できることをしておこうと思った

からだ。 

それにしても気持ちが晴れない。法案にたいする

賛否をめぐって、全国各地の親の会やフリースクー

ル、居場所などが個々にその立場を問われるように

なってきている。わたしは、ここ１年あまり、一貫

して反対の立場でこの通信を書きついできたが、古

くから親の会にかかわってきた世話人レベルの読者

は別として、学校に行かないわが子のことを心配し

て会に参加しはじめたばかりの親たちには、なにか

非常に間遠い、とっつきにくい連載になっているだ

ろうと思う。だから、月に一度の定例会では、でき

るだけ個別のこどもの状況にそくした具体的な話題

に時間をつかい、法案については配布資料の説明の

さいにさらりと流してすませている。個人名や団体

名をあげて、だれが推進派だ、どこが反対派だ、な

どと色分けしてみても、「ふ～ん、ややこしいんで

すね」とその場が白けるだけだろう。 

ただ、そうはいっても、こんな動機の混濁した法

案を国会審議もろくにしないで通過、成立させては

ぜったいにいけないと思う気持ちに変わりはない。

なぜか。 

わたしは、できるだけ現場に近いところで、個別

の状況に即して当事者に直接かかわる者たちが時間

をかけて最善策を探っていくという具体的な努力の

積み重ねがまだまだ当分は必要なのだと思っている。

そういう各方面の努力の積み重ねのうえに今回の法

案が練り上げられたとはとても言えない。学校とこ

ども、そのあいだに立って苦慮する親の会の日常と

は切れた高みで、中身のとぼしい抽象的な理念のや

りとりに終わっているとしか思えない。そもそもな

ぜ法案が半年も経たないあいだに大きく二転三転し

たのか、だれにも納得できるかたちでちゃんと説明

できる人はどこにもいないではないか。 

にもかかわらず、ひとたび法律として成立すれば、

微々たる金額とはいえ予算がつき、さしあたりは、

各地教委のもとに不登校特例校や教育支援センター
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などを拡充整備することに（第11条）、また、「不

登校児童生徒の心身の状況を継続的に把握するため

に必要な措置を講ずる」ことに（第12条）、大半は

費やされることだろう（民間のフリースクールなど

に予算を配分する仕組みはまったく整っていない。

その点では、法案の成立を先取りするかたちで昨年

度の補正予算として認められた「不登校児童生徒へ

の支援モデル事業」６億４千万円がどのように執行

されているのか、とても気になる）。当初の「個別

学習計画」がきれいさっぱり法案から抜け落ちたの

は、「その実施主体である市町村教育委員会の人的・

財政的負担が相当なものになる」（全国都道府県教

育長協議会が昨年８月に文科省に宛てた意見書）と

予想されたからでもあった。それでも依然として、

地教委や学校側の仕事は格段に増える。 

ところが、会期末の議連総会で、今回もまた畑野

君枝議員が的確に指摘しているように、法案作成に

あたって議連は「教職員の声、学校現場の声を聴い

ていない」のである。こどもや保護者が学校で直接

に向かい合うのはクラス担任や学校長などをはじめ

とする教職員である。法案が法律となって施行され

る、そのときの手足となるのはかれらなのだ。長期

欠席しているこどものなかから「不登校児」を見分

けるのも、その子の「心身の状況を継続的に把握す

る」職責を負うのも、さしあたりクラス担任をはじ

めとする教職員なのである。審議の蚊帳の外にずっ

と放置されてきたかれらが、新たに法律ができたか

らといって、その主旨に誠実に対応できるとはとて

も考えられない。 

 

ここでようやく、前回の最後にふれた「休息の必

要」ということにかかわるわたしの疑念について記

すことができる。 

法案の第13条を簡略に抜き書きするとこうなっ

ている、「国及び地方公共団体は、個々の不登校児

童生徒の休養の必要性を踏まえ、当該不登校児童生

徒の状況に応じた適切な学習活動が行われることと

なるよう、児童生徒及びその保護者に対する必要な

情報の提供、助言、指導その他の支援を行う」。 

この法案は「休息の必要」を無条件で認めている

のではない。その子にとってどの程度に「休息の必

要性」が認められるかを教育行政が見定めて、学校

に来ないあいだの学習について助言、指導する、と

言っているのである。主語は教育委員会で、述語は

「助言、指導する」だ。こんな規定で「当該不登校

児」は安心して休息できるだろうか。 

「学校を休む＝欠席する」ということと、「休息

する＝心安らぐひとときをもつ」ということは別の

ことだ。学校を休んでいても休息できていない子を

わたしたちはたくさんみてきた。この法案で、そう

いう子たちが救われるとはまったく考えにくい。 

では、たとえば馳文科大臣が、「学校に来るのが

そんなにしんどかったら無理して登校することはな

い」とアピールでも発すれば、少しは救われる子が

いるだろうか。ここでも、往々にして、「やむをえ

ぬ緊急避難」と「休息の必要」との混同がある。 

なぜ学校に通うのがそんなにしんどいことになる

のか。そこを不問に付したまま、教育行政の総責任

者が「来なくていい」などと軽々に言ってはならな

いはずだ。それが言えるとすれば、個々の学校状況

の改善が一朝一夕には見込めないから、やむをえず

「しばらくは学校を休んでください」と頭を下げて

「緊急避難」をお願いするということ以外ではなか

ろう。 

いじめが蔓延するクラスの雰囲気に耐えきれなく

なった子、教師の暴言や体罰（その子に向けられた

ものだけが問題ではない）、軍隊まがいの集団規律、

過密な学習課題などなど、を契機として学校に行き

づらくなった子、たとえばそんな子たちに「学校を

休んでもいいよ」と言うのは、大人としての責任逃

れではなかろうか。そういうしんどい状況に直接に

かかわっている現場の人たちによる関係修復、関係

改善の努力のなかでこそ、心安まる休息へとつなが

る癒しがえられるのだとわたしは思う。 160611   
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